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財務諸表に対する注記 

１ 重要な会計方針 

 ⑴ 『公益法人会計基準』(平成２０年４月１１日内閣府公益認定等委員会、平成２１年 

１０月１６日改正)を採用している。 

 ⑵ 固定資産の減価償却の方法 

   減価償却資産について、定額法により直接減価償却を実施している。 

 ⑶ 引当金の計上方法 

退職給付引当金は、期末退職給付の要支給額に相当する金額から中小企業退職共済 

給付額を控除した金額を計上している。 

 ⑷ 消費税等の会計処理 

   消費税の会計処理は、税込み方式によっている。 

２ 特定資産の増減およびその残高 

  特定資産の増減およびその残高は、次のとおりである。          （単位：円） 

科  目 前期残高 当期増加額 当期減少額 当期残高 

退職給付引当資産 

固定資産取得積立資産 

1,700,741 
482,578 

603,580 
0 

699,138 
482,578 

1,605,183 
0 

合  計 2,183,319 603,580  1,181,716 1,605,183 

３ 特定資産の財源等の内訳     

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

科  目 当期末残高 
(うち指定正味財産 

からの充当額) 

(うち一般正味財産 

からの充当額) 

(うち負債に 

対応する額) 

退職給付引当資産 

固定資産取得積立資産 

1,605,183 
0 

       0 
       0 

1,605,183 
0 

0 
0 

合  計 1,605,183        0 1,605,183 0 

４ 固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

科  目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高 

車輌運搬具 

什器備品 

作業所 

14,487,637 
2,197,505 
545,640 

12,388,138 
1,647,711 
337,120 

2,099,499 
549,794 
208,520 

合  計 17,230,782 14,372,969 2,857,813 

５ 補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額および残高 

  補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額および残高は、次のとおりである。 

補助金等の名称等 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表上の

記載区分 

運営補助金 

運営補助金 

連合 

市 

0 
0 

12,590,000 
12,590,000 

12,590,000 
12,590,000 

  0 
0 

     ― 
   ― 

合  計 0 25,180,000 25,180,000   0  
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